
津波避難対策実施状況
アンケート調査結果（速報）について

（未定稿）

【都道府県】
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【都道府県】資料１－１

調査概要

１ 調査目的

本調査は、「津波避難対策推進マニュアル検討会」におい
て、全国の地方公共団体における津波避難対策の現状等を
把握し、津波避難計画策定の指針・マニュアル等の検討を行
う上で参考とするもの。

２ 調査対象時点

平成２４年１０月１日

３ 調査対象

全都道府県（４７団体）
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【都道府県】



４ 調査項目

（１）「津波浸水想定」について

（２）「地域防災計画の記載」について

（３）「津波避難計画策定指針」について

（４）「津波避難訓練・防災啓発」について

（５）「その他の津波防災対策」について

５ 回収率

都道府県４７団体に送付、回答数４７団体 回収率１００％
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【都道府県】

１ 津波浸水想定

１‐１ 都道府県における海岸線の有無
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【都道府県】

39団体
83.0%

8団体
17.0%

ある

（39団体：83.0％）

ない

（8団体：17％）

N=47
団体



１‐１‐① 海岸線を有していないが、津波の危険性がある
市町村の有無
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【都道府県】

1団体
12.5%

7団体
87.5%

ある

（1団体：12.5％）

ない

（7団体87.5％）

N=8
団体

１‐２ 地域防災計画の津波対策に関する記載の有無
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【都道府県】

39団体
97.5%

1団体
2.5%

ある

（39団体：97.5％）

ない

（1団体：2.5％）

N=40
団体

※海岸線を有する３９団体と、海岸線を有していないが津波の危険性
がある１団体 計４０団体



２ 地域防災計画の記載

２‐１ 東日本大震災以前から地域防災計画に津波対策に関
する記載があったか
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【都道府県】

39団体
97.5%

1団体
2.5%

記載があった

（39団体：97.5％）

記載がなかったが、記載し

た又は記載する方向で検討

中（1団体：2.5％）

記載がなかった。現時点で

は、記載の検討を行ってい

ない（0団体：0％）

N=40
団体

※海岸線を有する３９団体と、海岸線を有していないが津波の危険が
ある１団体 計４０団体

２‐２ 東日本大震災を踏まえて、地域防災計画を修正したか
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【都道府県】

15団体
31.9%

22団体
46.8%

10団体
21.3%

0
0.0%

修正した（15団体：31.9％）

修正したが、さらに検討中

（22団体：46.8％）

検討中（10団体：21.3％）

現時点では修正の検討を

行っていない（0団体：0％）

N=47
団体



２‐２‐① 東日本大震災を踏まえて、地域防災計画を「修正し

た」又は「修正したがさらに見直しを検討中」を回答した場合、
修正および追加した内容
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【都道府県】

・自助・共助による地域防災力の
強化

・避難計画・避難所支援・長期化
避難対策（観光客含む）

・防災関係機関の連携強化

・災害対策本部の防災力強化・
体制の見直し

・地震・津波の想定

・救援物資の配送対策

・被災市町村の行政機能支援

・応急医療体制の確保

・液状化対策

・要援護者対策 など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝３７

２‐３ 地域防災計画に津波対策編を設けているか
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【都道府県】

6団体
12.8%

8団体
17.0%

18団体
38.3%

15団体
31.9%

津波対策編を地震対策編とは別に設けてい

る（6団体：12.8％）

現行計画では、津波対策の内容は震災（地

震）対策編の中に含めているが、津波対策

編を設ける方向で検討している（8団体：

17.0％）

津波対策の内容は、震災（地震）対策編の中

に含めている（18団体：38.3％）

その他（15団体：31.9％）

N=47
団体

「その他」の『主な回答』

■地震・津波災害編として、並列の関係でまとめている ■現時点で予定なはい

■津波被害の恐れがないため、津波対策編は設けていない など



３ 津波避難計画策定指針

３‐１ 津波避難計画策定指針を東日本大震災以前から策定
していたか

11

【都道府県】

※以下３～５の設問は、海岸線を有する３９団体と、海岸線は有していないが
津波の危険性がある１団体 計４０団体による回答

19団体
47.5%21団体

52.5%
策定していた

（19団体：47.5％）

策定していない

（21団体：52.5％）

N=40
団体

３‐２ 東日本大震災を踏まえた、津波避難計画策定指針の見
直し又は策定の状況
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【都道府県】

2団体
5.0% 3団体

7.5%

12団体
30.0%

4団体
10.0%

9団体
22.5%

1団体
2.5%

9団体
22.5%

東日本大震災を踏まえて、指針を修正した

（2団体：5.0％）

東日本大震災を踏まえて、指針を修正した

が、さらに見直しを検討中（3団体：7.5％）

東日本大震災を踏まえて、指針の見直しを

検討中（12団体：30.0％）

東日本大震災を踏まえて、新たに指針を策

定した（4団体：10.0％）

東日本大震災を踏まえて、新たに指針を策

定することとし検討中（9団体：22.5％）

東日本大震災を踏まえた見直しの予定はな

い（1団体：2.5％）

現時点では指針を策定する予定はない

（9団体：22.5％）

N=40
団体



３‐２‐① 東日本大震災を踏まえて、津波避難計画策定指針を

「修正した」又は「修正したがさらに見直しを検討中」を回答し
た場合の修正内容
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【都道府県】

（複数回答）Ｎ＝５

３‐３ 東日本大震災以前から津波避難計画策定指針を策定し
ていた団体における車避難に関する記述
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【都道府県】

12団体
63.2%

7団体
36.8%

記述している

（12団体：63.2％）

記述していない

（7団体：36.8％）

N=１９
団体



３‐３‐① 津波避難計画策定指針に記述されている車避難に
関する内容
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【都道府県】

・沿岸部の農地や緑地・公園等
の自動車等による出入りが主と
なることが想定される区域につい
ては、避難困難地域の抽出にお
いて、自動車での避難を想定す
ることができる

・各地域において、津波到達時
間、避難場所までの距離、災害
時要援護者の存在、避難路の状
況等を踏まえて、やむを得ず自
動車により避難せざるを得ない
場合は、市町村は、避難者が自
動車で安全かつ確実に避難でき
る方策をあらかじめ検討するもの
とする。なお、検討にあたって
は、警察と十分調整を図る

・徒歩によることを原則としている
が、一切の車利用を認めないと
はしていない

・避難にあたっては、徒歩による
ことを原則とする など

「その他」の『主な回答』
（複数回答）Ｎ＝１２

３‐４ 東日本大震災以前から津波避難計画策定指針を策定し

ていた団体における防災事務従事者（行政職員、消防職団員
等）の安全配慮についての記述
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【都道府県】

5団体
26.3%

14団体
73.7%

記述している

（5団体：26.3％）

記述していない

（14団体73.7％）

N=１９
団体



３‐４‐① 津波避難計画策定指針に記述されている防災事務
従事者（行政職員、消防職団員等）の安全配慮の内容
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【都道府県】

・水門閉鎖について、操作する者
への危険が伴うことから遠隔操
作可能な水門への改築等を推進
する必要がある

・津波被害が想定される地域に
おいては、津波に関する正確な
情報に基づき、活動に従事する
者の避難に要する時間を確保す
るなど、安全管理に十分配慮し
た上で、人命救助に努めるものと
する

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝５

３‐５ 市町村における津波避難計画策定を推進するにあた
り、実施している支援策
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【都道府県】

・沿岸市町村と県庁関係課によ
る連絡会議を開催し、情報の共
有や対策の推進を図る

・県が行った津波シミュレーション
による津波高、浸水深、流速及
び地盤高等のデータや、津波避
難の参考となる事例・資料を提供

・津波浸水予測図とともにハザー
ドマップ作成の手引を作成して配
布

・避難対策に精通した学識経験
者（大学教授等）の紹介

・災害要援護者対策を主とした避
難対策に係る研修会を毎年実施

など

「その他」の『主な回答』（複数回答）Ｎ＝４０



8団体
20.0%

29団体
72.5%

3団体
7.5%

主催にて実施

（8団体：20.0％）

市町村等との共催に

て実施（72.5％）

実施していない

（3団体：7.5％）

N=40
団体

４ 津波避難訓練・防災啓発

４‐１ 津波避難訓練
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【都道府県】

「市町村等との共催にて実施」における形態について、都道府県以外の主催団体

■管内の（沿岸）市町村 ■消防本部 ■警察 ■自主防災組織 ■消防団 ■漁業協同組合 など

４‐２ 都道府県内での市町村が行う津波避難訓練
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【都道府県】

・普及啓発用パンフレット等を作
成し、希望する市町村や自治会
等に配布する

・情報伝達訓練相手先として訓
練参加

・訓練実施に対する助言や指導
等の協力を行っている

・個別相談に応じて対応

・特に、市町村に対して支援等は
行っていない など

「その他」の『主な回答』（複数回答）Ｎ＝４０



４‐３ 津波に関する防災啓発（防災教育含む）において、特に力
を入れている対象者

21
「その他」の回答：小学生とその家族、特段実施していない

【都道府県】

（複数回答）Ｎ＝４０

４‐４ 津波に関する防災啓発（防災教育含む）の方法
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【都道府県】

・新聞、テレビ、ラジオ、フェイス
ブック、ツイッター

・自主防災組織関係者、学校関
係者、住民及び高校生を対象と
したセミナーの開催

・イベントでのブース出展、提携
店舗でのパネル掲示やリーフ
レット配付、啓発パネルの貸出

・小学生とその家族を対象とした
防災教室

・特段実施していない など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝４０



５ その他の津波防災対策

５‐１ その他の津波防災対策

（１）自主防災組織の育成・充実支援
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【都道府県】

14団体
35.0%

16団体
40.0%

8団体
20.0%

1団体
2.5%

1団体
2.5%

東日本大震災を踏まえて､ 見直した

（14団体：35.0％）

東日本大震災を踏まえて､ 見直し中

（16団体：40.0％）

東日本大震災以降、見直していな

い、又は見直しの必要がない

（8団体：20.0％）

東日本大震災以降､ 整備

（1団体：2.5％）

東日本大震災以降､ 整備中

（0団体：0％）

整備なし（1団体：2.5％）

N=40
団体

(２)災害時要援護者対策
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【都道府県】

13団体

32.5%

21団体

52.5%

3団体

7.5%

1団体

2.5%

2団体

5.0%

東日本大震災を踏まえて､ 見直した

（13団体：32.5％）

東日本大震災を踏まえて､ 見直し中

（21団体：52.5％）

東日本大震災以降、見直していない、

又は見直しの必要がない

（3団体：7.5％）

東日本大震災以降､ 整備

（1団体：2.5％）

東日本大震災以降､ 整備中

（0団体：0％）

整備なし（2団体5.0％）

N=40
団体



(３)海抜表示の設置又は支援
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【都道府県】

5団体
12.5%

7団体
17.5%

0
0.0%6団体

15.0%
13団体
32.5%

9団体
22.5%

東日本大震災を踏まえて､ 見直した

（5団体：12.5％）

東日本大震災を踏まえて､ 見直し中

（7団体：17.5％）

東日本大震災以降、見直していない、

又は見直しの必要がない（0団体：0％）

東日本大震災以降､ 整備

（6団体：15.0％）

東日本大震災以降､ 整備中

（13団体：32.5％）

整備なし（9団体：22.5％）

N=40
団体

(４)浸水深表示標識の設置又は支援
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【都道府県】

4団体
10.0%

5団体
12.5%

3団体
7.5%

2団体
5.0%2団体

5.0%

24団体
60.0%

東日本大震災を踏まえて､ 見直した

（4団体：10.0％）

東日本大震災を踏まえて､ 見直し中

（5団体：12.5％）

東日本大震災以降、見直していない、

又は見直しの必要がない

（3団体：7.5％）

東日本大震災以降､ 整備

（2団体：5.0％）

東日本大震災以降､ 整備中

（2団体：5.0％）

整備なし（24団体：60.0％）

N=40
団体



(５)潮位・津波観測機器の設置又は支援
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【都道府県】

1団体
2.5%

3団体
7.5%

10団体
25.0%

0
0.0%

1団体
2.5%

25団体
62.5%

東日本大震災を踏まえて､ 見直した

（1団体2.5％）

東日本大震災を踏まえて､ 見直し中

（3団体：7.5％）

東日本大震災以降、見直していない、又

は見直しの必要がない（10団体：25.0％）

東日本大震災以降､ 整備（0団体：0％）

東日本大震災以降､ 整備中

（1団体：2.5％）

整備なし（25団体：62.5％）

N=40
団体

(６)海面監視カメラの設置又は支援

28

【都道府県】

2団体
5.0%

2団体
5.0%

6団体
15.0%

0
0.0%2団体

5.0%
28団体
70.0%

東日本大震災を踏まえて､ 見直した

（2団体：5.0％）

東日本大震災を踏まえて､ 見直し中

（2団体：5.0％）

東日本大震災以降、見直していない、又

は見直しの必要がない（6団体：15.0％）

東日本大震災以降､ 整備（0団体：0％）

東日本大震災以降､ 整備中

（2団体：5.0％）

整備なし（28団体：70.0％）

N=40
団体



(７)災害情報伝達メールの新設・充実
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【都道府県】

7団体
17.5%

5団体
12.5%

16団体
40.0%

0
0.0%
0

0.0%

12団体
30.0%

東日本大震災を踏まえて､ 見直した

（7団体：17.5％）

東日本大震災を踏まえて､ 見直し中

（5団体：12.5％）

東日本大震災以降、見直していない、又は

見直しの必要がない（16団体：40.0％）

東日本大震災以降､ 整備（0団体：0％）

東日本大震災以降､ 整備中（0団体：0％）

整備なし（12団体：30.0％）

N=40
団体

(８)緊急速報メールの発出
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【都道府県】

8団体
20.0%

2団体
5.0%

5団体
12.5%

12団体
30.0%

4団体
10.0%

9団体
22.5%

東日本大震災を踏まえて､ 見直した

（8団体：20.0％）

東日本大震災を踏まえて､ 見直し中

（2団体：5.0％）

東日本大震災以降、見直していない、又

は見直しの必要がない

（5団体：12.5％）

東日本大震災以降､ 整備

（12団体：30.0％）

東日本大震災以降､ 整備中

（4団体：10.0％）

整備なし（9団体22.5％）

N=40
団体



５‐２ 観光客等への避難対策について指針やマニュアルの策

定など県内の統一を図るため、都道府県が主体となって行っ
ているもの
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【都道府県】

・地域防災計画の避難・救出計
画に観光客への対応を規定

・道路管理者及び海岸管理者に
よる海抜表示を実施する予定

・海開き前に沿岸市町村と県庁
関係課による海水浴場安全対策
会議を開催し、情報伝達手段や
避難経路の周知徹底などを依頼
している

・標高標示板について、統一標識
のガイドラインを作成し、市町村
に示している

・海抜表示板の多言語化

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝４０

16団体
40.0%

0
0.0%

20団体
50.0%

4団体
10.0%

平成１７年３月に消防庁が報告した「防災のための

図記号に関する調査検討委員会報告書」にあるデ

ザイン（ＩＳＯ化、ＪＩＳ化）を使用し、県の統一を図って

いる。（16団体：40.5％）

都道府県が独自に採用したデザインを使用し、県の

統一を図っている。（0団体：0％）

特に決めていない（20団体：50.0％）

その他（4団体：10.0％）

N=40
団体

５‐３ 津波に関する避難標識のデザイン
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【都道府県】

「その他」の『主な回答』

■北海道ブロック道路標識適正化委員会にて海抜表示シートの仕様を決定済み

■津波避難ビルの標識については、消防庁が報告したデザインの他に表示内容

■消防庁が報告したデザインで検討中

■策定指針には例示として、消防庁が報告したデザインを表示しているが、統一化は行っていない


